
cZo. 
吾時

第 119巻第4・5号

マクロ均衡と期待 瀬地山 敏 1

ホッフズの初期論説「トヮキュデイデース

の生涯と歴史」について ・・・… 田中秀夫 m

資本制生産様式と

人間自然・土地自然との関係 …，ー 梅垣邦)乱 41

純粋消費ローンモデルと世代問所得再分配……矢野秀利回

独占資本主義下の恐慌(循環)の問題 測上勇次郎 74

昭和52年 4・5月

東郡大事経務事奮



60 (274) 

純粋消費ローンモデルと世代問所得再分配

矢野秀利

I 序

フィシャー，ベームーパベルク流の利丁理論の問題に，人口成長率要囚としい、

う新しい視点を導入したサミ品土~.ノλL ソンの純粋消費ロ一ン毛デル〔恒a p円u工日ec印O叩n

s印u凹n皿Z宜m工'pt出1回o叩n10a阻nmo吋de山1)1υ}は'一方におし、てライフサイグノ，.型経済モデルの発展の

基礎 となり，他方では「牛物学的利子理論 (abiologic~l theory of interest)J と

要 約される如くに，利子論に動態的要因として入口成 長率を組込むことに上っ

て ，利子論に新しい議論を 誘発 して きた 。サ ミュ エルソンの分析は，単純化き

れた 経済21 を前提として，次の二つの定理で整理される結論を導いている。

1) 利子論においては，従来!消費利子の問題と生産利子の問題が併存していた。前者は，時差な

どで財の時間的回分を説明しようとして，その結果刺了の発生を考えたが，後者は則の時「副り配

分を可能ならしめる生産D構造あるいはむ産期間との関連で刺子を説明しようとする立場である，

消費刺子は従属的なものとして軽視され Cきたが，生4象学的利子卒は，消費利子の理由命に人口要

閣を導入することによって 消費刺子の側聞を再考していると考えられる。高田保馬(8Jを参照。

また，サミュエノレソン16]においては，利子の消費聞からの説明と生産面からの説明を一般均衡

論的に統合 L.消費面の最適条#として生物治的利子率，生産商の最J直条f件を生産の賛令樟と叩

んで，両者が同時に成立するときをむouble-GoldenTurnpikeとしている。

2) サミ斗エノレソン(51の考えた世界は 消費肘だけであり，世代史錯は下図のごと〈である。

i t-2世代

4 t-1山代

世代

イ 1+'世代

→ L十 2世代

←ー一一一一寸 t+ 3川"
I L-1川II 則 1，十 1則 It+ 2朋|

各世代は各自由選好極大を行っているが，任意の期を上凶において縦にとると，その時に社会全

体の最適性が保証されることは稀有であろうというのが基本的問題意識である。ただし，この最/
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定理1

消費ローン経済は人口成長率に等しい均衡市場利子率を長期均衡利子率のー

っとして持つ。この均衡利子率を生物学的利子率と昭子ぶ。

定 理2

生物学的利チ率は競争的な「消費ローン」市場ω を通じて実現よる ζ とが不

可能iである。

とれらの定理について，サミュ z ノレソシは生物学的利子率の実現のためには，

市場経済への政策的介入が必要であると述べている。実現の方法として何らか

の社会的強制あるいは社会的契約を提言しているヘ

さらに，キャス二ヤーリ (C剖 s& Yaari)は，二期間世代交錯経済"において

は， 消費の黄金律 (goldenrule of .consumption)O)に対応するこの生物学的利子

率の成立の不可能性を全面的に支持している。

しかし，彼らは三期間世代交錯経済では，生物学的利子率が実現できるかも

しれないと示唆している。すなわち，第一期目に教育等を受けて稼得のない借

金状態であり，第二期目は労働によって所得を得て，第一期目の借金を返済し，

かっ，第三期目の引退後の生活維持のため貯蓄をして第三期日の引退後の生活

を送くるという経済を想定した場合には，ーザミュエノレソンの言う生物学的利子

率は，ある環境7lで達戒可能であろうと述べている。彼らの分析は明確な定式

化はされなかったが，一つの分析方向を暗示している。つまり，三期間世代交

¥.適性については，各世代¢日表的個人の選好関数。和をとるか，それとも.各世代の人口を選好
関教に加重した和をとるかでサミ斗エルソンとラ ナ-'0聞に議論があるn ラーナ [4]乞害問。

3) 消費ロ ン市場を通じて，異なる世代聞の消費財¢貸借がなされる。そこで成立Fる突換指標
がわれわれのL官置とする利子串である。

4) 純粋消費ロ ンモデルでは，そり期をこえて財を持ちこすことは不可能，つまり耐久財がない
ので， 世代間取引を行うために貨幣等巴証書を発行する必要がある。サミ L エルソンの説明で
は，政策当局者が適切にこの貨幣を社会に供枯してやればよいと Lている c その他の方怯去して

は，強制的に課税等をすることも提案されている，サミュエルソン[5]，ゲ ル[2]，キャスニ
ヤ リ[1]参冊刊

5) 二期間モテツレは，前期に労働して説明に引退後。生活を送るようになっている。
6) キヤスエヤーリ IIJサミュヱルソン[6)書照的

7) 特暁な時間選好率をもつことが想定されていると考えられる。キヤスエヤーリ[1]参凧
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錯経済では，生物学的利子率の成立の条件を，第一期目が借金状態であること

に見出しているからである引。この問題意識はその後，ゲール (Gale)9lにも現

われて整理されていく。ゲーノレの分類では，第一期目に稼得所得以上に消費を

するか否かで， フィシャ一等の古典派とサミュエノレソ Y との差異が示されてい

る。すなわち，第一期目に借金状態の場合つまり，過大消費のとき古典派的と

呼び，反対に，第一期目が過小消費のときをサミュエノレソ yの場合として区別

し亡いる川 o そして彼は古典派の世界では安定的であるが，サ之ュエルソン的

世界は，定理2が成立して生物学的利子率は実現できないだろうと述べている。

このゲー凡の分析は，われわれの分析で暗示的であるが検討される予定である。

後でみるとおり，われわれは過大消費HJになるように課税して生物学的利子率

を成立させる政策をとるのであるが， これは課税という手段で古典派の世界の

実現をさせることになる。

さて，以上の議論がサミユエノレソンの理論を支持しながら，それを一層発展

させる試みであるのに対して，本閉山l土サミュエノレソンの三期間世代交錯経済

モデルに「時間選好」の概念を組込み，生物学的利子率を含む純粋消費ローン

モデルの安定性を吟味して，サミュエノレソンの不可能性定理に反して可能性定

理を得ている。この本聞の議論は次の二つに分けて整理することができる。

補助定理

サミュエノレソンの消費ローン経済は動学的に安定であり，そこで成立する割

引率聞は最大割引率に収束する。

定坦3

8) われわれの記号で示すと， WO-C<Oという ζとであり われわれの分析では，課祉に上っ
て W。を減益させることによって生物学的利子率を達成できる。必ずしも wo-c<uである
必要はない。

9) ゲル〔幻自分析は n期間モデルへと拡張されるが本質は変らない。
10) Wo-C>uのとき過少消費と呼び反対の場古で過大消費と呼ぷ。ゲ ル(2)参m，
11) Woを減少させることである。つまり Wo-Tという政策を行なうことである。
12) 本間("J審府間

13) 世代間財取手|の指標となっている利子率白乙とである.
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消費単位の保有する「時間選好率」が「人口成長率」に比較して十分大きけ

ればlペ完全予見を前提とした消費ローン経済において. r生物学的利子率J

は競争的な市場を通じて「長期利子率」として実現する。

補助定理はサミュエルソンやゲールの安定性についての考えに対する反論で

あり，定坦3を導くための基本的定理である。また，定理3からは，生物学的

利子率が成立するか否かは，経済世界での時間選好率と人口成長率の大小比較

によってのみ判定されることがわかる。サミュ z ルソンの場合は，時間選好率

がゼロとして分析されているが，これは本間の分析の特殊ケースとして扱われ

ることになるu つまり，サミュエルソ Y の理論に古典派的視点151を結合さぜる

ことによって，本聞はサミュエノレソンの不可能性定問の不十分性を指摘してい

るのである。また，本間の定定性分析とゲーノレおよびサミュエノレソンのそれと

の相違は，本間の場合は，世代間の財の交換がなされている任意時点での議論

がされているのに対しゲーんらは，経済世界の一番初めのアダムとイプ的世

界から想定しているという点にある。このことが，ゲーんらが根源的世界では

若い世代のみしか生存しないために他の世代との財の取引きが不可能となり，

その結果，経済が不安定になるであろうと推測Lた理由101の根拠となっている。

さて，本稿の意図は，本間の補助定理をふまえながら，定理3と異なる視点

から，何らかの政策によって生物学的利子率の成立の可能性を明らかにするこ

とにある。つまり，定理 3が，与えられた所得分配状況の中で，生物学的利子

率の成立の条件を求めているのに対して，本稿では，サミュエルソン，キャス

ヤーリおよびゲーノレによって示唆された経済への政策介入で生物学的利子率の

二:成立を可能とする政策規準を求める ζ とが目的となる。具体的には，世代問

所得再分配政策を実施することによって生物学的利子率。成立を可能にしよう

という ζ とである。政策の意義としては，生物学的利子率てが成立しいれば経

14) 数値剖として付録に示している。
15) 時差の概念を考慮していることである。
16) 桂済全体を出発点から問題にしている点にサミみエノレソン，ゲーノレりの特i徴があるeζの点は

新古典派的特徴ともいえる。
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済全体は最適であるので，これを達成するために世代問所得再分配を行うとい

うことである。

以下，モデル提示してわれわれの分析をすすめて一つの政策命題を得る予定

である。

II モデル

まず，消費ロー γ モデルをザミュ=，レソ y に従って定式化しよう c 最初に，

Jをデノレの仮定は次の通りである。

仮定 1

人口は毎期 m の割合で幾可級数的に増加， 静止，あるいは減少する。初期

値は B。である。

仮定2

各個人は「若年期J I中年期」および「老年期」の三期間生存して，その後

確実に死亡する。

仮定 3

各個人は「現在」から「将来」にわたって利子率および所得の流列を完全に

予知できる。

仮定4

各個人は「若年期」に woそして「中年期」に w;の所得を得るm 。この

所得は消費財として利用され耐久性はない則。つまり，次期にもち越すことは

できない。

仮定5

各個人は同ーの選好関数をもっ。それは，次の関数日}で代表される。

「ノー+
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(1) 

17) 一般化するため，所得を W"，羽らとした。
18) 耐久間を含む場合はキャスニヤ リ(1Jで分析3れているが本質的な変更はない」

19) 簡単化のため対数閑散にした。
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ここで，aは時間選好率であり ，C，(t+i) (i~0， 1， 2)は t期に誕生した世代

(これを第 E世代と呼ぶことにする。〉の若年期〈戸0)，中年期 (id)，老年期 (i~2)

のそれぞれの消費量を示す。

以上の仮定のもとで消費ローンモデルを記述しよう。

まず，任定、0)第 Z世代の個人の予算制約式は仮定 3，4から，

CoCt) + R，C， (t十1)十Rλ+1C2(t十2)二 Wo十 W;R， (2) 

ただし，R，は t期における割引率であり r，を t期0)利子率とする，Rιニ

辻石で定義されている。

さ ζ，(2)式の佃人の予算制約を基礎に政策介入をすることに Lょう。序で述

べた如〈に任意の t世代と '-1世代の聞の所得再分配を行うことにしよう。

t世代の第一期日である若1f期に T だけ課税して.t-1世代の中年期にある

人々に移転支出をする世代の人々は，自分たちが第二期日の中年期になっ

たときに， t十1世代の若年期の人々から所得の移転支出を受けとる。 この場

合に，人口は m の割合で成長しているので，一人当りでは Tの額を課税され

るが，次期に (l+m)Tの移転所得を得る。そこで，政策を含む t世代の個人

の予算制約を新しく定式化すると， (2)式は

Co(t)十R，C，(t+1)十R，R叶 ，C2(t十2)

=W';，-T十{W;十(l+m)T}R， (劫

となる。 T は政策パラメーターである。

各個人は競争的に行動していると仮定しているので，個人は(3)の予算制約の

もとで自らの選好関数(1)を極大化する。個人は Co(t)，C，(t十1)，C2(t+2)に

ついて(1)を極大化するので，一階の条件を整理すると，次のとおりになるc

戸
り率好選間
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81  
1+8 

K定義しよう。

(3)，μ)式から t世代の個人の各期の消費水準を求めると，

Co(t)ニー 1τ1Wo-T十 {W，十 (1+叫 T}凡 (6)
l+ß+ß~L L"~' ，-， ..~/- J--'J 

C，(t十1)=百土s2[Wo-T十川+C1+m)T}Rほ (7) 

(5) 

C2(t+2)二了五百，1 Wo-T十 {W，+(1+m)T}R，1τ主ー (8) 1十日+s2L ，. U ~ I l ，. l I ，'" I "~-'.L J ....'-tJ R，Rt+l 

ω(7)(8)式と仮定4から世代の個人の貯蓄は，次式となる。

So(の=耳元一T-Co(t) (9) 

S，(t+1) = W，十 (1+m)T-C，Ct+l) (10) 

S，(t+2) = -C2(t十日) (1司

次に，消費ローン市場に移ろう。任意。 tJ拐には，Bo(l+m)'人の t世代の

若年期の人々が各人 Co(のの消費をし，Bo(l+m)>->人の t-l世代目中年期

の人々が各人 C，Ct)の消費をし，同じ<， BoCl t "，)'-'人())t-2世代の老年

期の各人が C，(t)の消費を行っている。 そこで任意の t期D各世代の個人の

貯蓄は次のようになる。

So(t) =弥日-T-CoCt)

S，(t) =科1十(1+m)T-C，(t) 
S，(t)二一C，Ct)

品
川
ω
「

崎

謝

明

ふ

訓

刷

7

白

血

仕

各世代は，消費ローン市場に消費財の貸し手あるいは，借り手として登場する

ので，任意の z期の消費ロ-:/市場の均衡式は，

BoCl +m)'So(t)十BoC1+m)<-1S，Ct)十Bo(1+ m)'-2S2(t) 

=0 (t=O， 1， 2，・....)同

となる。 (4)~(8)，同同M式を使って，整理すると 20) ， 

20) 数字付録 I参照凶
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〔Wo-T)(β+s2)X
R，ニ W;X十T 十X(l十s2)

1 I CWo-T)X2s+ X's21 
支ご;-L W，X+T J 

-設;[恭子告] む時

ら
、哨

μ
僻

M率長

一
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人
一
一

は

X

X
 

しだた

。司

と定義されている。

例式は R の勤学方程式であり， ここ c:::.の方程式が長期均衡解の っとして

生物学的利子率士含んでいる ζ とをみておこう。すなわち Rt=Rt_l= Rt_2. 

o=.lとお〈と， .l ~X なる解をもっo A=辻 r'Xニ辻瓦なので r=mと

なり，長期利子率=人口成長率が成立して，サミュエルソソの言う定理1が確

認でれる。

III 所得再分配政策の規準

~時式の動学方程式は補助定理の安定性'"から凡=丸一1ニRt-2三λ とおいた固

有方程式

川)~À'-[(よ詰)C月+β山川').(2J 

十[長るLHX2+問 2Jλ

+ß2X叫見マl~o 立時

において，三つの固有根は，それらりうもの最大固有根に収束することが明ら

かにされている。そこで，われわれの問題は，生物学的利子率の達成であるの

で，体系の最大固有根が，生物学的利子率に対応Lている割引率となっている

ような条件を求め， その条件を成立させている T の大きさを求めれば，われ

21) 数字付録E参照a
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われの世代問所得再分配政策は成功する。 つまり，この T の大きさが，再分

配の規準である。その T を設定すれば，経済はいかなる点から出発しても生

物学的利子率の成立している状態に収束していく。そして，最適な状態，すな

わち，黄金律の状態となるロ

以下， ιの T を求めにいく。同式を因数分解すると

r" rf nアヤ¥ 1 
(，1-X)P'-l目¥W，.許T吋jド(刊切+吋H何問2吹引'XJ

( n品一 T ¥ ? "<T? 1 
1守千三ヤ十与".IB'X')=O ~骨¥lVjX十 r" J 

解を求めると

A1=:X 

~2= Y1十 Eミ

A3=Yr-Y2 

1 rr W，-T¥ 1  
ただし Y，守 山苛X干'T)Cβ十日')X十β'XJ

~(j 

1 IU w，，-T¥ 1， ， .f W，-T¥ 
2=討 ilvFTl〔β十酌X+附 '+4¥W含干'T)β2X

2

側式の固有根のうち，んは生物学的利子率に対応L，他方， ん〉んであるの

で，勤学体系が生物学的利子率に収束するためには，次式が必要とたる。つ主

り，

Àl~À2 

ω式を満たす T の値を求めるため X=.-l-一、 β1l+m' ~ l+d 

に代入して山，解くと，

W;C3+d)ーτ主 C2s+o2)

由自

凶式を制式

T-EAV 凶
3+3d+s' 判

これが世代所得再分配の規準となる課税額である。つまり，任意の時点で，こ

の条件を満たす税額で課税して，中年期の人々に移転するなら，体系は収束し

22) 数学付録E参照"
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て生物学的利子率の状態になっていく。 ζのことは，時間選好率と人口成長率

との関係によって生物学的利子率が成立するという定理3の成立のいかんにか

かわらず可能となるのである。サミュエノレソン自身の分析では， 時間選好率

=d=Oであったが， この時は，定理3では生物学的利子率は成立しなし、田}。

しかし，いま，伺式で d=Oとおくと.T;;;;Woという興味深い結果を得る。

この意味することは，各個人が，生涯にわたって (Rも， ~， O) の所得流列を

もっている 0)T. dニ U四場合には， 第一期自の所得を全て課税して， その税

収を同期に生存する中年期の人々に与えていれば，生物学的利了率は成立する

ということである。具体的に述べると，第一期日は自らの消費を借入れでまか

なうことを意味する。この条件は，序で紹介した種々の政策介入の示唆やキャ

ス=ヤーリの想定した経済を検討したと左になる。つまり，第一期目で教育等

をうけて稼得がなく借令状態で，第二期目は労働によって所得を得て，第三期

目は引返するというケースである。このことは，このように d=Oとおいても

検証されるが， 他に， ω式で Wo=Oとおし、ても， 少なくとも T孟0となり，

T;;;;Oなる課税をしていれば.生物学的利子率は成立する。以上の分析から次

の命題が成立する。

命題

生物学的利子率は.ある任意の時点で世代問所得再分配政策を実施すること

によって，達成可能である。その政策規準は問式で示される。

この命題の意味するところは，サミュエノレソンの不可能性定理は純粋消費ロ

ーン経済のケースを浮きぼりにしたものであるが，所得の分配状況を所与のも

のと考えずに，世代間再分配を実施したり，一期目の所得がゼロのケースを考

えることにより，可能性定理になるという点にある。乙れは，本聞の一般化さ

れた定理3とは独立24:に，生物学的利子率が達成できることを意味する。

23) 付録毒照コ
24) 付睡で数値例を示しているのてせ参照。
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IV 結論

われわれはサミュエルソン，キャス二ヤーリ，ゲーノレによる政策介入の問題

意識をうけ継いで，本間目安定性の補助定理を基礎におき，世代問所得再分配

政策の規準を導〈ことができた。われわれの命題は，ある任意の一時点で再分

配を行なえば， その後に，政策介入する必要はなし、。つまり，毎期ごとに税額

を操作して，生物学的利子率を達成する必要はなL、。しかし，このことと，一

度限りの政策を現実に実行するのが望ましいかどうかと別問題である。サミョ

エノレソン主最近の論文目}で述べている如〈に，一度隈りの修iFが必ずLも望し

いとは言えなし、。何故なら，修正によって，一時的にある世代のみに大きい犠

牲をしいることがあるからである。そのために，より現実的政策としては.T

を各期少しずつ増加していって最終的に生物学的利子率を達成することも考え

られる。このことについては，理論的にも，現実的にも検討の余地が残されて

し、る。
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生物学的利子率達成のために必要とされる税率を数値例でもって示してみよう，本間

(3 )ではz 生物学的利子率が成立する条件は，人口成長率と時間選好率が以下の数値の

時であった。

人口成長率

四 =-0.02

m=-O.01 

m=O.OO 

時間選好率

δ> 1.28 

δ>1.29 

δ>1.30 

mニ仏01 δ>1.31 

m=O.02 δ> 1.33 

mニ仏03 δ>1.34 

上。数値例では，時間選好率 0=1.00. あるいは δ=1.20のときは，生物学的利子率

は成立しないよとがわかる。しかし，われわれの再分配ルールを使って世代問所得再分

配を行使すれば，これらの場合にも生物学的利子率の成立が可能となる，上主同じ土う

に数直例ゼ示してみよう。

同 (3+S)IZ〔お+め
帥式のノレール T~ において Wo=W1=1 として各々

3+30+d2 

の m の値と δ=1.00，δ=1.20を代入する。

人口成長率 時間選釘率 税率

m=-O.02 δ=1.00 T=0.134 

δ=1.20 1'=0.035 

m=-O.Ol δ=1.00 T=O.139 

δ=1.20 T=口040

m=O.OO 0=1.00 T=0.143 

δ=1.20 T=O.045 

m=O.Ol δ=1.00 T=O.147 

δ=1.20 T=O.050 
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m=0.02 δ=1.00 T=0.151 

δニ1.20 ・ Tニ0.054

111=0.03δ 1.00 T~0.155 

0=1.20 T=0.059 

上の表から例えば， 人口成長率が3パーセン卜で時間選好率が 100パーセントの場合

には，若い世代白個人の所得 Wo=lに対し亡， 15.5ハーセント以上の率 E課税L亡再

分配することによって生物学的利子率を達成できる。

数学付録

1 (16式の導出について

。司~凶式を師式へ代入すると

B.(1十m)'[Wo-T-C(I(t)]+BoCl十m)'→[W1+ (1+rn)T-C1Ct)] 
+B.(I+m)'-'[ -C，(t)]=O 

上式を B，(1十m)吋で除して(6H酎を適用すると

〔仰1+山+m叫州川〕戸べ，[何町 T 耳品d仇W.一T阿+(州w即lけボバ+(什山1

〈ο1+岬叫州〕川11町v只l汁+(1山+判m叫n)河T ア市τ{川陪町3一T叫+(1町ν只1汁+判(l+m叫)Tη〉凡 ，fト」一」l L."-' 1+戸+sZl" 11 ~，，，.. ~ • ，，~ ， "'0/ ~ /-~'-lJ 丸一，J 

7 土寸1WoI+1Wo T+(WlH1+m〕T)R-AIKJJ=01+β+ß~ L ~ I L"" -I ".. 1 I '¥.4' "V/ 4 /4"_~J R'_lR'_2 J 

x=辻友とおいて凡について整理すれ制式対められる。

II (J同式の勤学方程式が，その最大固有根に収束することは，本間(3)で展開されてい

る通りである Q 閥抗[(よ記与)伊十伊)x+(叩斗=Al

[( ;話)sX2+s2X2J=Az， -s2X!=Aa出いて

A.， A 
=AL+瓦士+友君，-~となり ， R戸λ とお〈と ，i.3-Al，P-A2トAg=ü となり，

本間(3)と全〈同ーの手続さで証明される。

E 再分配ルール伺式の導出について，

申告式に担陣式を代入すると

x=;i(ZzJZ:r)刷伊山 s2
X

+~{(ポE寺)c州日+刈.+4(ポ岳ヤ)s2
X2
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